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平成３１年桶川市議会３月定例会の開会に当たりまして、新年度に臨

む私の市政運営に関する基本的な考え方並びに平成３１年度予算案及び

主要施策の概要をご説明申し上げます。 

 

【 はじめに 】 

市民の皆様から信託を頂き、市政２期目の重責を担わせていただいて

から、折り返しとなる３年目を迎えようとしております。この間、多く

の市民や議会の皆様の御指導、御協力を頂きながら、職員と一丸となっ

て全力でまちづくりに取り組んでまいりました。 

平成３０年度を振り返りますと、長年の悲願でありました市役所新庁

舎の開庁により、市民の方々の利便性の向上と安全性の確保を図ること

ができました。また、４月にオープンした城山公園のバーベキュー広場

は、市内外から多くの方に御利用をいただき、入場者数が１万人を超え

るなど、にぎわいの創出につなげることができました。 

これらの事業に加えまして、こども医療費の対象年齢拡大や放課後児

童クラブにおける待機児童対策への取組など、子育て支援の充実を図り

ながら、駅東口自由通路のエレベーター設置工事や旧飛行学校の文化財

建造物の復原整備への着手、官民連携による公共施設整備事業が完成を

迎えるなど、本市の未来への布石となる多くの事業に取り組むことがで

きました。 

新たな年度は、天皇陛下の御退位により平成という時代から、皇太子

殿下の御即位により、新たな時代がスタートする年になります。 

平成という時代の３０年を振り返ってみますと、時の流れの速さに驚

かされます。インターネットやスマートフォンといった情報通信技術は

目覚ましい発展を遂げ、さらにＡＩなどの人工知能は、私たちの生活や

仕事において欠かすことができないものとなりました。経済面では、バ

ブル景気で始まり、その崩壊と空白の２０年、そしてリーマンショック

を経て、現在、景気はようやく回復基調にあると言われるようになりま

した。そして、甚大な被害をもたらした阪神・淡路大震災や東日本大震

災などの震災や、２０００年代以降頻発する豪雨災害への対応から、防

災対策の重要性や災害ボランティアの必要性について、改めて再認識さ
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せられた時代でもありました。 

また、改めて本市の歴史を振り返りますと、現在の発展は、中山道の

宿場町の時代から脈々と続く先人たちのたゆまぬ努力の礎の上にあるの

だということに思い至ります。これからの時代には、少子高齢・人口減

少という、これまでに経験したことのない大きな課題がございますが、

先人たちが大切に築き上げてきた歴史ある桶川の発展のため、様々な困

難や課題に対しても未来志向で努力と挑戦を積み重ねながら「夢と希望

を未来につなぐまちづくり」を進めるため、力の限りを尽くす所存でご

ざいます。 

 

【 市政運営に対する基本的な考え方 】 

それでは、市政運営に関する基本的な考え方につきまして、順次申し

上げます。 

平成３１年度の市政の運営に当たりましては、厳しい財政運営が見込

まれる状況にあっても、「桶川市第五次総合振興計画」の実現と、「夢

と希望を未来へつなぐまちづくり」の推進に向け、必要な施策をスピー

ド感を持って展開していかなければなりません。 

また、「桶川市人口ビジョン」に掲げる将来展望の実現に向け、「桶

川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる三つの基本目標を達成

するため、効果的な施策の実施・展開が求められております。 

そのため、当初予算の編成に当たりましては、中長期的な施策展開を

見据え、５つの重点分野として「こどもが輝き、安心して子育てができ

るまちづくりの推進」、「高齢者が健康でいきいきと暮らせるまちづく

りの推進」、「安心安全で利便性の高いまちづくりの推進」、「にぎわ

いや活力に満ちあふれる元気なまちづくりの推進」及び「大規模プロジ

ェクト事業の着実な推進」を位置付け、優先的に予算措置を講じるもの

でございます。 

それでは、５つの分野の主な事業について御説明申し上げます。 

はじめに、「こどもが輝き、安心して子育てができるまちづくりの推

進」でございます。 

子育て世代を支援するため、「子ども・子育て応援基金」への寄附金
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を活用させていただき、駅西口公園に乳幼児向けの遊具を設置するとと

もに、母子保健コーディネーターの増員や助産師による新生児産後ケア

訪問事業の拡充などにより、安心して子育てができる環境づくりと、育

児不安の軽減に取り組んでまいります。 

また、放課後児童クラブにおきましては、桶川東放課後児童クラブの

老朽化と待機児童対策として、本室の建て替えに向けた設計を行ってま

いります。さらに、小学校におきましては、東西各１校に新たに教育相

談員を配置し、いじめや不登校などの未然防止を目指すとともに、加納

小学校と川田谷小学校においてコミュニティ・スクールを開始し「地域

とともにある学校づくり」を目指すことなどにより、こどもが輝き、安

心して子育てができるまちづくりを推進してまいります。 

次に、「高齢者が健康でいきいきと暮らせるまちづくりの推進」でご

ざいます。 

地域包括ケア体制の構築を推進するため、平成２９年度に創設した「

介護予防・生活支援サービス事業」に、「住民主体の団体などの自主活

動による移動支援サービス」を新たに創設するとともに、地域包括支援

センターや在宅医療連携センター、生活支援コーディネーターなどとの

連携を図りながら、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活ができるよ

う、地域の実情に合わせた体制の整備を進めてまいります。 

また、「健康長寿プロジェクト事業」につきましては、昨年度から開

始した認知症検診の一層の周知を図るとともに、これまで実施してきた

各種事業の取組を進めながら、高齢者が健康でいきいきと暮らせるまち

づくりを推進してまいります。 

次に、「安心安全で利便性の高いまちづくりの推進」でございます。 

桶川駅利用者の利便性の向上を図るため、駅東口エレベーターの早期

の供用開始を目指すとともに、駅自由通路の外壁や内装等の改修に着手

してまいります。また、市民の安全を確保するため、防災行政無線のデ

ジタル化工事に着手するとともに、朝日地区の生活道路においてゾーン

３０事業に取り組んでまいります。さらに、川田谷生涯学習センターや

地域福祉活動センターの大規模改修工事に向けた設計業務を行うことに

より施設の老朽化対策に取り組むなど、安心安全で利便性の高いまちづ
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くりを推進してまいります。 

次に、「にぎわいや活力に満ちあふれる元気なまちづくりの推進」で

ございます。 

４月にオープンする坂田コミュニティセンターと坂田図書館は、コミ

ュニティの醸成や学習機会の提供を図るため、指定管理者による運営に

より良質な市民サービスを提供してまいります。また、誘客と交流人口

の更なる増加を図るため、観光ガイドブック「桶川じゃらん」や「観光

ＰＲポスター」の活用に加え、新たに日本語と英語が併記された「観光

ガイドマップ」を作成することにより、本市の多彩な魅力を発信してま

いります。さらに、２０２０年に開催される東京２０２０オリンピック

・パラリンピックの機運の醸成と更なるスポーツの振興を図るため、オ

リンピック開催１年前イベントとして競技施設などを巡るバスハイクを

実施するなど、にぎわいや活力に満ちあふれる元気なまちづくりを推進

してまいります。 

次に、「大規模プロジェクト事業の着実な推進」でございます。 

駅東口整備事業につきましては、埼玉県とも協力をしながら整備に必

要となる用地の取得を進めてまいります。また、旧飛行学校整備事業に

つきましては、平成３０年度から２か年の継続事業として、文化財建造

物の復原整備を行っており、平成３１年度末の復原完了に向け整備を進

めてまいります。さらに、道の駅推進事業につきましては、引き続き整

備に必要となる用地の取得を進めるとともに、国と連携を図りながら事

業を推進するなど、大規模プロジェクト事業の早期の完成に向け、着実

に推進してまいります。 

 

【財政環境と予算編成の基本的な考え方】 

続きまして、市政を取り巻く財政環境と平成３１年度予算編成に当た

りましての基本的な考え方を申し上げます。 

先頃内閣府が発表した平成３１年度の経済見通しによりますと、１０

月に消費税率の引上げが予定されている中、経済の回復基調が持続する

よう当初予算において臨時・特別の措置を講じるといった政策効果もあ

いまって、我が国経済は雇用・所得環境の改善が続き、経済の好循環が
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更に進展する中で、内需を中心とした景気回復が見込まれるとともに、

物価については、景気回復により、需給が引き締まる中で上昇し、デフ

レ脱却に向け前進が見込まれるとされ、国内総生産の実質成長率は   

１．３％程度、名目成長率は２．４％程度とのことであります。 

こうした状況において編成された平成３１年度の国の一般会計予算案

は、前年度比３．８％増で１０１兆４，５７１億円に上り、７年連続で

過去最大を更新し、当初予算の段階で初めて１００兆円の大台に乗りま

した。 

地方自治体の予算編成の指針となる地方財政計画においては、地方が

地方創生等の重要課題に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことが

できるよう、一般財源総額については、平成３０年度を上回る額が確保

されたところですが、地方税等が増額となる中で、地方交付税の法定率

分となる国税の増加等に伴い、７年ぶりに地方交付税が増加する一方で、

地方交付税の代替的性格である臨時財政対策債は２年連続で減少いたし

ました。また、自治体が自主性・主体性を最大限発揮して地方創生に取

り組み、地域の実情に応じたきめ細やかな施策を可能にする観点から、

平成２７年度に創設された「まち・ひと・しごと創生事業費」について

は、引き続き１兆円が計上されるなど、地方財政計画の規模は前年度よ

り３.１％増の８９兆５，９００億円程度とされたところでございます。 

このような社会情勢の中、本市におきましては、歳入の根幹をなす市

税収入は前年度比較で２．０％の増額を見込んでいるところでございま

す。一方で、歳出においては、高齢化等を背景として急激に増加する社

会保障経費や高度経済成長期に整備された公共施設の維持改修や更新に

要する経費の増加に加え、ごみ焼却施設の稼働停止に伴い新たな財政需

要が生じることなどから、極めて厳しい財政状況にあります。 

こうした状況にあっても、「夢と希望を未来につなぐまちづくり」を

推進するため、未来への投資を行いつつ、こどもから高齢者まで多くの

方々が安心して生活を送ることができるよう、必要な予算措置を講じた

ところでございます。 
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【 平成３１年度予算案の概要 】 

平成３１年度の予算案は、これまで申し上げました考え方に立って編

成いたしましたもので、その規模は、  

一 般 会 計  ２４０億５，７００万円  

（前年度比  ４．６％増）  

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計   ７５億９００万円  

（前年度比  １．０％増）  

介護保険特別会計      ５３億６，２００万円  

（前年度比  ３．２％増）  

後期高齢者医療特別会計   １０億７，１００万円  

（前年度比  ３．２％増）  

公共下水道事業会計     １４億５，２０８ .９万円  

（前年度比 １２．２％減）  

 

となりました。  

 

それでは、一般会計予算案の概要につきまして、御説明申し上げます。  

はじめに、歳入でございます。  

市税につきましては、平成３０年度の決算見込みや経済動向などを参

考に、前年度比２ .０％増の１０３億３，２９２万５千円を計上してお

ります。  

地方譲与税や利子割交付金等の県税交付金につきましては、国から示

される地方財政計画や過去の実績を勘案し、それぞれ計上いたしました。  

自動車取得税交付金につきましては、税制改正に伴い１０月から自動

車取得税が廃止されるため、前年度比５４．９％減の３，２００万円を

計上しております。  

環境性能割交付金につきましては、税制改正に伴い自動車取得税に代

わって環境性能割が導入され、その１００分の４７に相当する額が市町

村に交付されるため、新たに１，３００万円を計上しております。  

地方特例交付金につきましては、１０月から実施される幼児教育の無

償化に係る経費のうち、平成３１年度における市負担の増加分が臨時交
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付金として措置されるため、前年度比１０６．９％増の１億５，３０７

万９千円を計上しております。  

市税に次いで大きな一般財源であります地方交付税につきましては、

平成３０年度の決算見込額をベースに、地方財政計画を参考といたしま

して、前年度比５ .８％増の２０億１，０００万円を計上いたしました。  

分担金及び負担金、使用料及び手数料につきましては、幼児教育の無

償化により、１０月以降の民間保育所保育料と公立保育所使用料が無償

となるため、それぞれ減額して計上いたしました。  

国庫支出金につきましては、保育所入所費負担金等の増額に伴いまし

て、前年度比８ .４％増の３５億１，６２３万円を計上いたしました。  

県支出金につきましては、選挙費委託金等の増額に伴いまして、前年

度比８ .１％増の１５億３，６０４万２千円を計上いたしました。  

繰入金につきましては、社会保障経費の増加やごみ焼却施設の稼働停

止に伴う新たな財政需要に対応するため、財政調整基金により財源の調

整を行い、前年度比４２．６％増の１５億６，６０８万９千円を計上い

たしました。  

市債につきましては、防災行政無線等整備事業債や道路整備事業債な

どが増額となる一方で、保健センター大規模改修事業債の皆減などによ

り、前年度比８ .５％減の２４億１５０万円を計上いたしました。なお、

地方交付税の代替的性格であります臨時財政対策債は、地方財政計画な

どを参考といたしまして、前年度比２０．２％減の９億１，０００万円

と見込んでおります。また、普通建設事業に充当しますその他の市債に

つきましては、後年度の財政負担に留意しながら、見込み得る額をそれ

ぞれ計上いたしました。  

 

次に、歳出につきましては、「桶川市第五次総合振興計画」における

施策の体系に沿って、当初予算案における主要事業の概要を御説明申し

上げます。  
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１ だれもが主役の桶川をつくる  【参画・協働】 

市民と市が協働してまちづくりを推進するため、桶川市協働推進

条例に基づき、市民の参画による更なる協働の推進と、だれもが主

役の桶川のまちづくりに取り組んでまいります。  

はじめに、桶川市市民活動サポートセンターを拠点とした、ＮＰ

Ｏやボランティア活動の支援、促進を図るほか、坂田コミュニティ

センターをオープンし、市民交流や活動の促進を図ってまいります。 

また、町会・自治会活動等については補助金、相談事業などで引

き続き支援してまいります。  

次に、男女共同参画の推進につきましては、市役所新庁舎の開庁

に伴い、東部市民サービスセンターから「アソシエ」を移設いたし

ました。このことにより、ＤＶ相談やフェミニスト・カウンセリン

グといった「相談機能」と「活動拠点機能」とが同一施設内で提供

できるようになり、支援体制が強化されるとともに利便性が向上し

たことから、「アソシエ」の更なる利用の促進を図ってまいります。

また、３月には平成３１年度からの５か年を計画期間とした「第四

次桶川市男女共同参画基本計画」を策定いたします。これに基づき、

男女共同参画社会の実現に向け新たな目標の達成に取り組んでまい

ります。  

 

２ 生きる力を育み次代に繋げる桶川をつくる 

【教育・文化】 

次代 の担 い 手で ある 小さ な こど もか ら高 齢 者ま で、 世代 を 超え

て生き る力 を育 み、次 の時 代に 繋げる 桶川 を創 るべく 、市 民の 皆

様と協 働し なが ら、教 育、 文化 やスポ ーツ の振 興・充 実に 努め て

まいり ます 。ま た、小 ・中 学校 の教育 につ きま しては 、児 童生 徒

に確か な学 力・ 豊かな 心・ 健や かな体 を育 み「 生きる 力」 を育 成

することを目指した教育の更なる充実に力を入れてまいります。  

は じ め に 、 児童 生徒 の衛 生 面や 安全 面の 改 善に つき まし て は、

「桶川 市学 校施 設老朽 化対 策基 本計画 」に 基づ き、平 成３ ２年 度

にトイ レ等 改修 工事の 実施 を予 定して いる 日出 谷小学 校、 桶川 中
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学校及び加納中学校の設計を行います。  

次 に 、 小 学 校教 育相 談員 を ２名 配置 し、 児 童や 保護 者に 対 して

面談等 を行 うこ とで児 童が 抱え ている 課題 を早 期発見 し、 いじ め

や不登校等の未然防止を目指してまいります。  

次 に 、 平 成 ３１ 年度 より 加 納小 学校 及び 川 田谷 小学 校の ２ 校に

「学校運 営協議 会」を設 置して 「コミュ ニティ ・スクー ル」と し、

学校と 地域 ・保 護者が 連携 ・協 働した 「地 域と ともに ある 学校 づ

くり」を目指してまいります。  

次 に 、 「 桶 川市 総合 グラ ウ ンド 構想 」に 基 づく 既存 施設 の 整備

につき まし ては 、総合 運動 場の ソフト ボー ルグ ラウン ドの 一部 を

改修することにより、利用環境の向上を図ってまいります。  

ま た 、 開 催 １年 前を 迎え る 東京 ２０ ２０ オ リン ピッ ク・ パ ラリ

ンピッ クの 機運 を醸成 する ため 、オリ ンピ ック のメダ リス トや 出

場経験 者に よる 講話や 、オ リン ピック に関 係す る施設 など を巡 る

バスハイクなどの事業を実施してまいります。  

次 に 、 図 書 館に つき まし て は、 桶川 市立 坂 田図 書館 が 新 た に開

館する こと によ り、既 存の ３館 と併せ て市 内の 図書館 ネッ トワ ー

クが構 築さ れる ことで 、更 なる 図書館 サー ビス の充実 を図 って ま

いります。  

次 に 、 川 田 谷生 涯学 習セ ン ター につ きま し ては 、開 館か ら ２６

年が経 過し てい ること から 、大 規模改 修工 事に 向けて の設 計業 務

を実施してまいります。  

こ れ ら の 取 組を 既存 事業 と 合わ せて 実施 す るこ とに より 、 学校

教育及 び社 会教 育の充 実を 図り 、桶川 の教 育を 推進し てま いり ま

す。  

次に、文化芸術の振興につきましては、市役所市民ギャラリーの

活用や、市民の手づくりによる「おけがわ市民芸術文化祭」の開催

等、自主的で独創的な文化活動への支援をしてまいります。  
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３ 共に支え合いいきいきと暮らせる桶川をつくる 

【健康・福祉】 

桶川市で生活をする誰もが、日々を安心していきいきと暮らすこ

とのできる基盤を作るため、健康づくりへの支援、保健・医療体制

の充実、子育て支援、高齢者の介護予防、障害のある人の生活支援

の充実など、住み慣れた地域で共に支え合い、住み続けることがで

きるまちづくりを目指します。  

はじめに、子育て支援の充実につきましては、平成２９年度に設

置した「子ども・子育て応援基金」への寄附金を活用させていただ

くことにより、駅西口公園に乳幼児向けの遊具を設置し、安心して

子育てができる環境づくりを進めてまいります。  

また、産後ケアの充実といたしましては、「子育て世代包括支援

センター」、愛称「オケちゃる」において、母子保健コーディネー

ターの増員により、妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援の更

なる充実を図るとともに、「新生児産後ケア訪問事業」においては、

産後の家庭に助産師が訪問することにより、育児不安の軽減に取り

組んでまいります。  

次に、放課後児童クラブにつきましては、待機児童対策としまし

て、新たに市西側に開設される民営放課後児童クラブに対し、運営

費等の補助を行ってまいります。また、桶川東放課後児童クラブに

おいては受入児童数の拡大を図るため、本室の建替工事等に着手し、

２０２１年度の開室を目指してまいります。  

次に、高齢者の認知症施策につきましては、引き続き認知症検診

を実施するとともに、認知症の方や認知症が疑われる方で適切な医

療・介護サービスにつながっていない方などに対しましては、認知

症初期集中支援チームによる支援をしてまいります。  

次に、介護保険につきましては、介護予防・生活支援サービス事

業を充実させ、住民主体の団体などの自主活動による移動支援サー

ビスを創設するとともに、引き続き一般介護予防事業として、住民

運営による通いの場づくりを支援するため、リハビリテーション専

門職の派遣などを実施してまいります。  
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次に 、障 害 者福 祉に つき ま して は、 障害 の ある 方が 住み 慣 れた

地域で 自立 した 生活が 営め るよ う、引 き続 き相 談体制 の充 実や 地

域自立 支援 協議 会との 連携 によ り支援 を行 うと ともに 、 手 話の 使

いやす い環 境の 整備を 図る ため 、引き 続き 聴覚 障害者 理解 及び 手

話の普及啓発活動の充実に努めてまいります。  

次に、地域の生活課題や新たな福祉ニーズに対応していくため、

現在、桶川市社会福祉協議会が管理する地域福祉活動センターを譲

り受け、新たな地域福祉活動の拠点としてリニューアルを行うため

に設計業務を行ってまいります。  

次 に 、 生 活 困窮 者自 立支 援 につ きま して は 、安 心し て暮 ら せる

社会を 作る ため に引き 続き 事業 を実施 して まい ります 。ま た、 自

立に向 けた 生活 支援に つ き まし ては、 保護 世帯 の生活 相談 及び 就

労支 援 の充 実 を 図り 、 保護 か ら の早 期 自立 に 向 けて 支 援し て まい

ります。  

 

４  環境にやさしく安心・安全に住み続けられる 

 桶川をつくる            【市民生活】 

地球温暖化など深刻化する環境問題に配慮して、省エネルギーや

ごみの減量化に努めるライフスタイルを推進し、誰もが快適に暮ら

すことができるまちづくりを推進してまいります。また、防災力・

防犯力の向上や交通安全対策の充実を図り、市民一人ひとりの生命

と財産が守られ、安心・安全な生活環境を確保することにより、心

穏やかに暮らせるまちづくりを推進してまいります。  

はじめに、地球温暖化対策につきましては、環境への負荷の少な

いクリーンエネルギーの普及促進に向け、住宅用新・省エネルギー

機器の設置に対する支援をしてまいります。  

次に、ごみ処理につきましては、環境センター内のごみ焼却施設

が老朽化などにより本年３月末で稼働停止となることから今後は、

近隣団体のご支援をいただくとともに、民間も含め、他のごみ焼却

施設で燃やせるごみを処理してまいります。また、埼玉中部資源循

環組合及び構成市町村と新ごみ処理施設建設に向けた協議を引き続
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き行い、「ごみ処理の広域化」の実現を目指してまいります。  

次に、地域防災力の向上につきましては、平成３１年度からの２

か年で防災行政無線のデジタル化工事を実施するとともに、災害用

備蓄品の充実も図ってまいります。  

次に、消防力の強化といたしまして、消防団員の活動服の更新な

ど装備の充実を図るとともに、消防ポンプ車の更新を行ってまいり

ます。また、準中型自動車運転免許の取得費に対する補助制度を新

たに設け、消防団員の確保及び消防団活動の安定的な運営を図ると

ともに女性消防団員の増員にも努めてまいります。  

次に、交通安全対策につきましては、区画整理事業や都市計画道

路の進捗により市内の道路事情が変化したことに伴い、登校時の児

童の安全を確保するため、交通指導員を増員いたします。また、朝

日地区においては生活道路における交通安全対策として「ゾーン３

０事業」を実施し、歩行者及び自転車の安全を確保してまいります。  

次に、消費者行政につきましては、消費者安全確保地域協議会を

運営するなど、行政と地域との連携による消費者の見守りの強化を

図ってまいります。  

 

５  みどりと調和した暮らしやすい桶川をつくる 

【みどり・都市基盤】 

魅力ある中心市街地の形成や圏央道をはじめとした広域幹線道路

の整備による活力あるまちづくりに加え、より安心して、より安全

に暮らしていける住環境の整備を推進するとともに、人にやさしい、

みどり豊かで快適な、歩いて暮らせるまちづくりを進めてまいりま

す。  

はじめに、土地利用についてでございますが、加納原地区につき

ましては、土地区画整理組合の換地処分が３月末頃に予定されてお

りますので、事業者が早期に操業できるよう支援をしてまいります。

また、桶川北本ＩＣ周辺地区につきましては、地域特性を活かし、

周辺の田園環境に配慮した土地利用の実現に向け、引き続き地権者

協議会や事業者と相互に協力してまいります。  
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次に、土地区画整理事業でございますが、坂田西特定土地区画整

理事業につきましては、今月２月８日に換地処分の公告がされまし

たので、引き続き事業終結に向けた清算事務の進捗が図れるよう支

援してまいります。下日出谷東特定土地区画整理事業につきまして

も、換地処分に向けた関係機関との調整を行うとともに、事業の進

捗が図れるよう支援してまいります。上日出谷南特定土地区画整理

事業につきましては、調整池の整備を進めるとともに、事業の進捗

が図れるよう支援してまいります。  

次に、公共下水道事業につきましては、引き続き土地区画整理事

業及び街路整備等の進捗に合わせた管渠
きょ

整備を進めてまいります。

また、持続的な下水道機能確保のため、公共下水道施設の適切な維

持管理に努めてまいります。また、これまでの特別会計から公営企

業会計へ移行することにより、経営状況や財政状況を明確化させ、

公共下水道事業の健全な経営に努めてまいります。  

次に、桶川駅東口の整備につきましては、市施行の駅東口駅前広

場及び県施行の駅東口通り線等の整備用地の取得を推進してまいり

ます。また、駅東口自由通路へのエレベーターの設置につきまして

は、本年中の早期供用開始を目指して整備を進めるとともに、駅自

由通路の外壁や内装など施設の改修も併せて実施してまいります。  

次に、街路整備につきましては、坂田寿線第３工区の街路築造工

事を行うとともに、西側大通り線の年度内全線開通を目指し、引き

続き街路築造工事を進め、計画的な整備に努めてまいります。  

次に、市道の維持管理としましては、舗装修繕の推進や、長寿命

化修繕計画に基づく橋りょう修繕を実施するとともに、身近な生活

道路の利便性や交通安全の向上を図るため、狭あい道路の改良等、

計画的な整備に努めてまいります。  

次に、一級河川江川につきましては、現在、上流域で河川管理者

の埼玉県が進めている調節池の整備について、引き続き事業に協力

するとともに、中・下流域につきましても、関係市及び関係機関と

連携しながら改修促進に努めてまいります。  

次に、憩いの自然空間の保全と活用につきましては、「緑のまち
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づくり基本計画」に基づき「保存樹林・保存樹木」の指定及び「市

民緑地」の設置、継続を実施してまいります。  

次に、公園についてでございますが、既存の都市公園施設につき

ましては、子ども・子育て応援基金を活用して駅西口公園の遊具を

更新するほか、老朽化した城山公園のトイレの更新を 行ってまいり

ます。また、新規公園につきましては、上日出谷南特定土地区画整

理事業地内の上日出谷愛宕公園の整備を行ってまいります。  

 

６ にぎわいと活力ある桶川をつくる 【産業】 

地域の特性を生かした農業、商工業、観光事業をはじめとする産

業の振興や、雇用の場の創出とともに、活力とにぎわいのある都市

づくりを進めてまいります。  

はじめに、道の駅推進事業につきましては、昨年度に引き続き市

整備事業用地の取得を行い、その進捗に合わせて整地工事及び整備

事業者選定を進めるとともに、道路管理者である国と連携を図りな

がら事業を推進してまいります。  

次に、旧飛行学校整備事業につきましては、平成３０年度から２

か年の継続事業として、文化財建造物である建物５棟（守衛棟、車

庫棟、兵舎棟、便所棟、弾薬庫）の復原整備を行っており、平成３

１年度末の完成を予定しております。平成３１年度は引き続き復原

整備工事を行うともに、完成後の開館に向けて、展示物の製作など

を進めてまいります。  

次に、農業の振興につきましては、地域として取り組む農地環境

保全活動への支援などを行い、農業の活性化に努めるとともに、耕

作放棄地につきましては、地域の担い手の利用集積の一層の促進を

図り、引き続き耕作放棄地の解消に努めてまいります。  

次に、商工業の振興につきましては、空き店舗に新たに出店する

事業者に対して補助を行い、引き続き空き店舗の利用促進及び活力

ある商店街づくりを行ってまいります。  

次に、観光の推進につきましては、観光ガイドブック「桶川じゃ

らん」や「観光ＰＲポスター」、新たに作成する日本語と英語が併
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記された「観光ガイドマップ」等を活用し、観光協会と連携しなが

ら、桶川のＰＲに努めてまいります。また、べに花の咲き誇る景観

づくりや花を通じたまちづくりを進める「べに花の郷づくり推進協

議会」や「べに花生産組合」、「花でもてなすまちづくり実行委員

会」への支援を引き続き行ってまいります。  

 

７  計画的で将来を見据えた桶川をつくる 

【行財政運営】 

本市においては、これまでも行政サービスの更なる向上と効率的

で持続可能な財政運営を図るため、様々な行財政改革に取り組み、

比較的健全な財政運営を維持してまいりました。  

しかしながら、今後の財政運営を考えますと、人口減少社会の進

展に伴う市税収入の減少が予想される一方で、高齢化を背景とした

社会保障経費や老朽化した公共施設の維持・更新に要する経費など

の増加に加え、新たな財政需要も生じてくることなどから、歳出増は

避けては通れない状況にあり、極めて厳しい状況が続くことが想定

されます。  

このようなことから、より効率的で市民満足度の高い行政サービ

スを展開するため、時代に即した柔軟な行政組織体制の整備を図る

とともに、働き方改革の推進の観点を踏まえた人事制度や職員研修

などの実施により、職員個々の意欲の向上や業務の効率化に努め、

行政課題に的確に対応できる人材の育成に取り組んでまいります。

さらに、業務の効率化や歳入歳出両面の見直しを進めながら、社会

経済情勢の変化に対応した持続可能な行財政運営に努めてまいりま

す。  

はじめに、情報共有の推進につきましては、開かれた市政の実現

のため、市民の身近な情報源として広報紙や公式ホームページの充

実を図り、より分かりやすい情報発信に努めてまいります。  

次に、計画行政の推進につきましては、坂田地区の公共施設等整

備事業において、民間のノウハウやアイデアを取り入れることが可

能な官民連携手法を採用し整備を進めてまいりましたが、完成後は
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指定管理者による運営により、良質な市民サービスを提供してまい

ります。  

次に、防災機能などを兼ね備えた庁舎として平成３０年５月７日

に開庁いたしました市役所新庁舎につきましては、今後も、市民の

方々の利便性の向上や安全の確保を図るとともに、時代の変化に応

じ、柔軟で適切な施設運営に努めてまいります。  

 

以上、市政運営に関する基本的な考え方及び平成３１年度予算案

の概要を述べさせていただきましたが、平成３１年度も「桶川市第

五次総合振興計画」の将来都市像である「みんなでつくり育む活気

あふれる交流拠点都市おけがわ」の実現に向け、今後のまちづくり

に全力で取り組んでまいる所存でございますので、議員各位並びに

市民の皆様におかれましては、市政に対しますより一層の御指導と

御協力を賜りますようお願い申し上げ、私の施政方針といたします。  

 



 


